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 部内通訳人の短期派遣制度の実施について（通達）

　部内通訳人の能力の維持・向上のためには、実務における通翻訳経験の蓄積が重要で

あり、また、事件検挙等により同時に複数人の通訳人が必要となる可能性も想定される。

　これらを踏まえ、都道府県警察の枠を超えて、通訳需要に応じた部内通訳人の効率的

活用を図り、警察全体の通訳基盤の強化に資することを目的として、令和９年１月より、

下記のとおり部内通訳人の短期派遣制度を実施することとしたので、所要の取組を推進

 されたい。

 記

１　制度の概要 

　警察庁が作成した「全国部内通訳人派遣リスト」に基づき、各都道府県警察で部内

通訳人の派遣調整を行う。派遣される部内通訳人（以下「派遣職員」という。）は派遣

先の都道府県警察（以下「派遣先」という。）に併任され、部内通訳人として通訳業務

 に従事する。

　なお、他都道府県警察管内で捜査を行うに当たり、当該都道府県警察に部内通訳人

 の派遣を要請する場合も、本制度の対象とする。

２　派遣の手順 

(1) 派遣リストの作成・共有 

　　警察庁において「全国部内通訳人派遣リスト」を作成し、全国掲示板に掲載の上、

各都道府県警察に共有する。 

同リストには、都道府県名、派遣可能な部内通訳人の通翻訳言語及びその人数、



派遣実施状況、最新派遣実施日等を掲載する。 

(2) 派遣要請 

　　事件捜査等で部内通訳人の確保が必要となった都道府県警察は、前記リストに基

づき、派遣を要請する都道府県警察の通訳運用部門に派遣要請を行う。 

要請を受ける都道府県警察の業務負担を考慮し、要請連絡は執務時間中に行うこ

ととする。 

(3) 派遣手続 

ア　派遣の要請を受けた都道府県警察は（以下「派遣元」という。）、派遣職員を決

定し、派遣先へ連絡をする。 

イ　派遣先は、派遣職員決定後、別記様式１の例により、併任実施の連絡文書を作

成し、派遣元へ送付する。 

ウ　派遣期間は原則として１か月以内とし、延長が必要な場合は別途派遣元と派遣

先において協議を行う。 

(4) 派遣結果の報告 

派遣先は、派遣終了時又は必要に応じて、別記様式２の例により、派遣時の活動

状況に係る報告文書を作成し、派遣元へ送付する。 

(5) 警察庁への報告 

　　派遣先は、前記(3)イ及び(4)の文書の送付を行う際、警察庁担当課にも当該文書

を送付し、派遣実施状況の報告を行う。 

３　派遣職員の任務 

取調べ等の捜査における通翻訳業務や、一定期間に複数の通訳人を必要とする大規

模イベント等の通翻訳業務を任務とし、これに当たらない業務を目的とした派遣は、

本制度の対象外とする。 

４　派遣職員の身分等 

　(1) 身分 

　　　派遣職員の身分は、協議により決定した期限付きの派遣扱いとし、派遣先におい

ては、派遣職員を派遣元の階級と同等の階級で任命する。 

　(2) 勤務時間等 

　　　派遣職員の服務、勤務時間等の条件は、派遣先で適用される条例等に従う。 

　(3) 分限及び懲戒 

　　　派遣職員について分限又は懲戒の処分事由が発生した場合には、派遣先は速やか



に派遣元に通報し、両者が協議の上で処分を実施する。 

　　　なお、この場合において、懲戒免職若しくは停職又は分限免職、降任若しくは休

職の処分を必要とする場合は、派遣先において併任を解除し、派遣元の処分権者が

実施することが適当である。 

　(4) 給与、手当、旅費 

　　　派遣職員の給与及び諸手当は、原則として、派遣元の給与に関する条例を適用し

て、派遣元が支給する。 

　　　ただし、派遣に必要な経費（派遣中の捜査活動等に要する経費、派遣に伴う交通

費、派遣中の宿泊費、派遣中の宿泊手当等）は派遣先で支給する。 

　(5) 超過勤務命令 

　　　派遣職員の超過勤務の命令は、派遣先の命令権者が行う。      

　(6) 装備品 

派遣職員が職務執行上必要とする装備品は、派遣先において貸与するものを使用

する。 

(7) 公務災害 

派遣職員が派遣先において、公務上の災害及び通勤による災害を受けた場合の補

償は、派遣先からの報告に基づき、派遣元において実施する。 

(8) 訴訟事案の取扱い 

派遣期間中に派遣職員が取り扱った事案に関し、紛議又は訴訟事案等が発生した

場合は、派遣元と派遣先が協議の上で対応する。 

　(9) その他 

　　　定めのない事項又は疑義の生じた事項については、その都度、派遣元と派遣先が

協議の上で定める。 


